
公共投資の実施と政府間関係＊１
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要 約
公共投資の大半は，地方政府が事業主体となって実施される。地方政府が独立した意思

決定主体であり，その行動が技術的な意味での外部性を発生させたり，戦略的依存関係を

通じて財政外部性を発生させたりするときには，中央政府の関与・誘導は正当化される。

しかし地方政府はあくまで独立の行為主体であるから，中央政府の立てた計画を必ずしも

実行に移さない可能性もある。そこで本稿では，中央政府が公共投資にかかわる計画の実

効性を比較的安易に期待してきた背景について，中央政府による地方政府の誘導という観

点から，これまでの議論をまとめることとしたい。中央政府が地方政府を誘導する手段と

しては，直接間接の行動規制，予算等の便益による誘因提供，説得といった手段が考えら

れるから，それぞれについて検討する。

開発計画においては，計画策定主体は事業主体に対して勧告権や事業計画の調整権を持

っていることがあるが，これらの権限が明示的に発動されることは多くない。財政上の措

置としては，使途を限定した特定補助金のほか，地方交付税制度を用いた裏負担の財源手

当てがある。地方交付税交付金額の算定のもとになる基準財政需要の計算において，単位

費用と測定単位と補正係数の積が地方政府が実際に支出する事業費に等しくなるように調

整するための補正を事業費補正と呼ぶ。事業費補正は新たに公共施設を作る地方政府の基

準財政需要を正確に算定するという実務上の要請から１９６０年代に導入された。また，特定

の地方債の元利償還金に対しても交付税措置が行われている。地方政府の「実態」に合わ

せたこのような制度の「精緻化」によって，中央政府は地方政府を効果的に誘導している

ものと考えられる。

誘導の対象となる地方政府から自発的な協力を引き出し，また複数の目的や手段を調整

するため，中央政府の行政計画の策定や予算編成の段階から地方政府が関与している。調

整を伴う計画策定・予算編成の背景には，中央政府と地方政府との日常的な接触や人事交

流，高度の融合があり，公共事業の実施に必要な専門知識を持つ技官は中央政府と地方政

府を包含するコミュニティを形成しているといわれる。５次にわたる全国総合開発計画の

策定過程をみると，とくに三全総以降は関係団体との公的な意見交換の機会が数多く設け

られ，調整に多くの時間と資源が投入されていることがわかる。行政計画それ自体はしば

しば計画の実現に必要な政策的な資源の調達を保障しないから，計画の策定過程での調整

がその後の誘導をより容易にしてきたと考えられる。

誘導の対象である地方政府が誘導の主体である中央政府の計画策定や予算編成に関与す
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Ⅰ．はじめに

「無駄な公共事業が行われているのではない

か」という懸念がしばしば表明される。２００１年

６月の「骨太の方針」は「昨今，我が国の公共

投資には，「ムダがある」，「高コストである」，

「止める仕組みがない」といった批判が多く寄

せられている」と述べており，その後も公共投

資の重点化・効率化や規模の縮減が進められた。

このような懸念の背景には個別事業に対する批

判（e.g．，河北新報社編集局１９９８，五十嵐・小川

２００１）や，１９９０年代から盛んに行われている公

共資本のマクロ経済的な便益や効果の研究の蓄

積があるように思われる。一連の研究において

はマクロ経済的な生産関数の推定１），資本化仮

説の検証，成長理論における収束の議論の応用

といった手法が用いられてきたが，公共投資の

配分について，地域別に見た場合に都市圏で過

小であり，地方圏で過大となっていることには

ほぼ一致した結論（岩本２００５）が得られている。

地方圏の過大な公共投資を実施するために，地

域間で資金が再配分されているということも検

証されてきた（e.g．，林ほか１９９７）。

公共投資の大半は，地方政府が事業主体とな

って実施される（図１）ことから，「無駄な」

公共投資が行われる原因として地方行財政制度

のあり方が指摘されてきた。岡本（２００２，p．５８）

は近年の地方交付税制度への批判を列挙し，そ

の１つとして「華美なハコモノなどの地方単独

事業が行われているのではないか」という批判

を挙げている。じっさい，土居ほか（２００４，pp．１３

－１５）は地方交付税の問題点を「モラル・ハザ

ードや予算制約のソフト化（soft budget）が生

じている状況といえよう」とまとめている。こ

こでは，中央政府の設定した制度に地方政府が

合理的に反応した結果，意図せざる帰結として

「無駄な公共投資」が実施されているという見

方が強調されているように思われる。このよう

な批判に対し，岡本（２００２，p．１０３）は「公共事

業は，地方団体が「勝手に」行っている事業で

はない。いずれも国が予算に計上したものであ

る。それは各省が査定・箇所付けし，財務省（大

蔵省）も査定したものである」として中央政府

の権限の強さを指摘している。２００１年５月１８日

に経済財政諮問会議に民間委員が提出した資料

も「地方自治と言いつつ，実際には，ローカル

な道路や空港，港湾，橋，あるいは田畑の整備

まで国が関与している」と述べている。

公共投資はなんらかの公共施設の整備のため

に行われる。完成した施設はあるていどの期間

利用されるから，その整備は計画的に行われる

必要がある。そのため「公共事業に関する多く

の計画が策定され，それにもとづいて実施され

ている」（武藤１９９４，pp．２５６－２５７）。もし強い権

限を持つ中央政府が計画を立てて公共投資を行

っているのであれば，「無駄な」公共投資は行

われなさそうなものである。この点は，地方政

府からの政治的な働きかけによって説明されて

きた。前述した経済財政諮問会議の民間委員提

出資料では，先の引用文に続いて「補助金や地

ることは，地方政府のもつ情報を中央政府に伝達する役割を果たし，また，地方政府から

中央政府への働きかけの余地を生む。そのような働きかけは，それ自体が資源を消費する

と同時に，資源配分の効率性を損なってきたかもしれない。

１）手法的なサーベイとして林（２００３）を参照せよ。
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方交付税による財源手当て，すなわち，お金は

国が出すという仕組みの下では，地方自治体は

陳情することが最も合理的となっている」と記

述されている。阿部ほか（１９９０）も，補助金の

交付手続き過程にはしばしば政治が介入するこ

とを指摘しているし，土居・芦谷（１９９７）は与

党議員が補助金分配に影響を与えたことを都道

府県データを用いて実証している２）。岡本（２００２，

p．１０３）も「地方団体が要望したことは事実で

ある。ただし，各事業の場所と規模・内容を決

めたのは，国であって地方団体ではない」と，

地方政府の働きかけ自体は否定していない。

地方からの働きかけがあって策定されるとは

いえ，中央政府が立てた計画の多くを実施する

のは地方政府である。逆に言えば，地方政府は

あくまで独立の行為主体であるから，中央政府

の立てた計画を必ずしも実行に移さない可能性

もある。そこで本稿では，中央政府がその各種

行政計画の「実効性を比較的安易に期待」（西

尾１９９０，p．２２２）してきた背景について，中央政

府による地方政府の誘導という観点からこれま

での議論をまとめることとしたい。地方政府が

独立した意思決定主体であり，その行動が技術

的な意味での外部性（スピルオーバー）を発生

させたり，戦略的依存関係を通じて財政外部性３）

を発生させたりするときには，中央政府の関与

・誘導は正当化される（林２００６）。本稿は，中

央政府の関与や誘導が，とりわけ公共投資にか

かわる行政計画の実施のためにどのように行わ

れてきたかという点に注目する。

ところで，公共投資の計画決定・執行の方式

は３種類考えることができる４）。第１は，中央

政府が決定し直接に実行するという方式で，国

直轄事業がこれに当たる。第２は，地方政府が

決定し執行するが，中央政府がその決定・執行

に関与するという方式であり，第３は，地方政

府が決定・執行し，中央政府はとくに関与しな

いという方式である。財政の面からは，第２の

方式が補助事業，第３の方式が地方単独事業に

ほぼ対応しているともいえるが，その他の面を

考慮すれば３つの方式の境界は明確でないよう

に思われる。本稿では，地方政府の誘導という

観点からとくに第２の方式に注目する。

中央政府が地方政府を誘導する手段はいくつ

かある。強制権を背景とした直接間接の行動規

制，なんらかの便益等による誘因提供による誘

導，説得，といった手段が挙げられよう。いず

れの手段も一長一短であるから，実際にはこれ

らが組み合わされて用いられるのが通例である

が，以下ではそれぞれについて，とくに全国総

合開発計画（全総）を念頭において検討する。

全総は，経済・社会の維持の基礎的条件である，

有限な資源である国土を，公共部門が総合的に

管理・開発するための計画であり，他の開発計

画の基本計画と位置づけられていた。そのため，

個別の事業計画の根拠となる権威をもち，その

策定の場は多くの部門の専門家が協力して広範

な観点からこの国の将来の方向性を議論する唯

一ともいえる機会を提供（森地２００５）してきた。

まず第Ⅱ節では，法的な関与について述べる。

続く第Ⅲ節では，補助金等の税財政上の誘因提

供による誘導について，地方交付税制度を通じ

た誘導の変遷にも言及しつつ，検討する。第Ⅳ

節では，計画策定過程そのものが調整・説得の

過程であったという議論，すなわち，行政計画

の策定過程が「目標から手段を論理的に演繹し

ている過程ではなく，むしろ複数の目的間，複

数の手段間の調整をはかっていく積上げ過程に

２）土居・芦谷（１９９７）の実証結果は，補助金の増加が与党議員の得票率の上昇につながるという仮説には否
定的である。

３）この分野のサーベイとして，小川（２００６），松本（２００６）などを参照せよ。
４）村上（１９９４）は，中央政府と地方政府が政策の決定・執行を分担する方式を４つに分類している。本稿に
ない方式は，「国の決定を自治体の長が機関委任事務として執行する（p．１４５）」である。機関委任事務では
地方政府の長は国の指揮監督に服するが，本稿ではこの指揮監督も「関与」のひとつと考えている。なお，
機関委任事務は９０年代の地方分権改革で廃止された。
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近い（西尾１９９０，p．２０５）」という観点を提示す

る。事業実施のために税財政上の誘導措置が設

定されることは多いが，行政計画それ自体はし

ばしば計画の実現に必要な予算や人員，組織，

特定の立法措置等の政策資源の調達を保障する

ものではない（山崎２００３，p．３４）。調整結果とし

ての計画という観点は，このような行政計画の

特性を説明する。ここでは，調整をともなう計

画策定の典型例として全総の策定過程の変遷も

概観する。そのような全総の策定過程が，全総

が権威を持ち，目的が多様化するとともに複雑

化・長期化してきたことを述べる。第Ⅴ節はま

とめに充てられる。

Ⅱ．法的関与

地方自治法は「地方公共団体は，法令に違反

してその事務を処理してはならない」（第２条

１６項）と定めており，また同法２４５条は中央政

府の地方政府への法律に基づく関与を規定して

いる。開発計画の実施や公共事業の執行におい

ても，法律の規定があれば中央政府は地方政府

へ関与できる。西谷（１９７１，pp．２３６－２３９）は計

画主体が事業主体（他の行政機関）に対して持

ちうる権限を６つに分類している。すなわち，

第１は計画主体の事業主体に対する勧告権，第

２は事業主体に事業計画の提出を求め，調整す

る権限，第３は計画主体が事業計画まで作成す

る権限，第４は計画主体と事業主体がひとつの

組織である場合，第５はなんらの組織的な解決

を図っていない場合，第６はその他の特殊な権

限である。地方政府が公共事業を実施する場合

には，中央政府が第１，第２，第６の権限を持

っていることが多い。たとえば，国土総合開発

法は第１３条の３で「国土庁長官は，総合開発計

画の実施について調整を行うため必要があると

図１ 事業主体別行政投資

（資料）自治省・総務省「行政投資実績」各年版
（注）「地方比率」は都道府県と市町村が事業主体となる行政投資の比率。
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認める場合においては，関係各行政機関の長に

対し，必要な勧告をすることができる」（第１

の権限），同法第１２条で「関係各行政機関の長

は，毎年度，特定地域総合開発計画の実施につ

いてその所掌する事項に関して作成した翌年度

の事業計画を国土庁長官に提出しなければなら

ない」，同条３項で「国土庁長官は，前二項の

規定により提出された事業計画について必要な

調整を行うものとする」，同条４項で「国土庁

長官は，毎年度，関係各行政機関の長から総合

開発計画に関する公共事業関係資金計画の書類

の提出を求め，これについて，前項の規定によ

り調整した事業計画の円滑な実施を図るため，

必要な調整を行うものとする」（以上が第２の

権限）と規定している。第６の権限については

同法第１１条の４が「国土庁長官は，関係各行政

機関の長が総合開発計画に関して行う調査につ

いて必要な調整を行い，当該各行政機関の長に

対し，調査の結果について報告を求めることが

できる」と定めている。このように，全総につ

いては計画策定主体である国土庁（新全総まで

は経済企画庁）が，実施主体である地方政府に

対して勧告をしたり調整をしたりする権限を行

使することができる建前となっていた。

しかし西谷（１９７１，p．２３９）は「これらの権限

はほとんど実動していない」のが実情であると

指摘している。その原因として，「計画自体が

極めて抽象的で総花的である」と同時に，「計

画の実効性を担保する財源が計画と斉合する建

前になっていない」こと，「計画手続が計画の

実効性を高める方向で十分運用されていないこ

と」が挙げられている。計画の実現のためには

財源が不可欠であるにもかかわらず，「財源の

確保については計画法上明確な根拠がない」の

は「予算と法律が制度的に別のものであること

からむしろ当然（西谷１９７１，p．２４５）」とされる。

そこで次に，財政上の措置について確認してお

くことにしよう。

Ⅲ．税財政上の誘導措置

Ⅲ－１．補助金

中央政府が意図した事業へ地方政府を誘導す

るための使途を限定した補助金（特定補助金）

の利用は，開発計画に限らずしばしば行われて

いる。開発計画の実施や公共事業の執行のため

には，通常の補助制度に加えて税財政上の特別

措置が設定されてきた。国土総合開発法におい

ては税財政上の特別措置や財源の確保について

明確な規定が多くないが，全総を具体化する事

業を規定する法律においてはいくつかの特別措

置が定められている。また，それ以外にもさま

ざまな財政上の誘導措置が採られてきた。ここ

ではそれらについて確認しておこう。

国土総合開発法第１３条は，特定地域総合開発

計画について中央政府が「必要な資金の確保を

図り，且つ，毎年度，国の財政の許す範囲内に

おいて，これを予算に計上することに努めなけ

ればならない」と，いささか漠然と規定してい

た。同条２項は中央政府からの補助金について

「必要な措置を講じることができる」とし，ま

た前述したように，同法第１２条４項は国土庁長

官への資金計画の提出を定めている。税財政上

の特別措置は計画を具体化した事業を規定する

法律でさらに明確に定められる。規定の方法と

しては，「国は，必要な財政上の措置その他の

措置を講ずるとともに，必要な資金を確保する

よう努めなければならない」といった趣旨の規

定のほか，（１）国の負担金・補助金の特例規定，

（２）地方債の特例規定，（３）地方交付税の特例規定，

等がある。（１）補助金の特例規定とは，その法律

が定める事業について中央政府の負担・補助の

比率を特別に引き上げる規定である。たとえば，

一全総を具体化した新産業都市と工業特別整備

地域（新産・工特）のための財政上の特別措置

公共投資の実施と政府間関係

－９７－



を定めた法律では，第３条・第４条で特定事業

に対する国の負担割合を引き上げることが定め

られている。そのほか，地方政府の財政事情に

応じて「助成その他必要な措置を講じなければ

ならない」という規定を置く法律もある（西谷

１９７１，p．２４０）。（２）の地方債の特例規定とは，そ

の法律が定める事業を行うために地方債の発行

を特別に許可したり，その地方債の元利償還に

国庫補助を与えたりする規定である。たとえば，

新全総・三全総を具体化した工業再配置促進法

（１９７２年）の第９条は「国は……地方債につい

ては，法令の範囲内において……適切な配慮を

するものとする」と定めており，同様の規定は

高度技術工業集積地域開発促進法（テクノポリ

ス法，１９８３年）第９条２項にも見られる。（３）地

方交付税の特例規定とは，地方税の減免による

減収を地方交付税交付金で補填するという規定

であり，新産業都市建設促進法第２２条，工業整

備特別地域整備促進法第１１条，工業再配置促進

法第７条等にみられる。より具体的には，企業

誘致のために固定資産税等を減免したときに地

方交付税交付金額の算出基礎となる基準財政収

入の額を減収分だけ減らして計算することが規

定されている。

これらの税財政上の措置の大きさについて確

認しておこう。都道府県決算をみると，普通建

設事業費全体のうち国庫支出金が占める比率は

１９８０年代前半までは４０％前後であったが，その

後の補助金の見直し等により，１９９０年代後半以

降はほぼ３０％後半で推移している。この数値は

地方単独事業も含んでいるから補助事業につい

てのみ見れば，１９８０年代前半までは６０％前後，９０

年代後半以降でも５５％程度が国庫支出金によっ

て賄われている。補助事業の費用のうち，国庫

支出金以外はおもに地方債と一般財源（地方税

と地方交付税交付金）によってファイナンスさ

れている（図２）。林ほか（１９９７）は補助金支

出に法律上の根拠規定があるか否かに着目して

分類している。根拠法令に基づいた補助を「法

律補助」，各年度の予算で決まる補助を「予算

補助」と呼ぶ。それによれば，地方政府向けの

補助金１４８５件，１６兆円（１９９４年度）のうち，金

額ベースでは補助が義務付けられた法律補助が

６５％，「補助できる」という規定に基づく法律

補助が２３％，予算補助が１２％であり，法律補助

の比率が大きい。しかし件数では予算補助が

４９％を占めており，法律に明確な補助規定がな

い補助金の件数が多いことが分かる。地方税の

減免による基準財政収入額の減少は，都道府県

分と市町村分を合わせて２０００年度で３００億円ほ

どであり，基準財政収入額に計上された地方税

収入の１％に満たない（表１）。これとは逆に，

中央政府の直轄事業に地元負担が課されること

もある。『行政投資実績』によれば，近年では

国が実施する事業に投入される国費の比率は近

年では９０％弱であり，地元の都道府県が約１０％，

市町村が約２％を負担している。

公共事業の実施の大半を地方政府に依存して

いた中央政府にとっては，地方政府，とりわけ

地域開発を必要とするような財政力の弱い地方

政府を「誘導」して地域開発や公共投資を行わ

せることは重要な課題であった。それにしては

実際に補助された比率は必ずしも高いものとは

いえないかもしれない。ところが全総に規定さ

れた事業やその他の社会資本整備のために中央

政府が講じた「必要な財政上の措置」としてし

ばしば用いられたのは，本小節で述べた補助金

等だけではない。地方交付税制度もまた補助の

チャネルを提供してきた。次に，その仕組みに

ついて概観しよう。

Ⅲ－２．地方交付税制度を通じた事業費の配分

中央政府が地方政府に地方交付税制度を用い

て特定の事業の財源を配る仕組みは以下のよう

なものである。個々の地方政府に配布される地

方交付税交付金の額は「標準的な歳出規模」で

あるところの基準財政需要額から「標準的な税

収」である基準財政収入を差し引いて求められ

るから，「標準的な歳出規模」のうちに中央政

府が実行させたい事業の額を含めれば，基準財

政収入が十分に小さいときには，地方政府が受

け取る交付金の額を必要なだけ増加させること

公共投資の実施と政府間関係
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その他からの分担金負担金寄付金 地方債 
その他の特定財源 税等 

表１ 基準財政収入額の控除額の推移
（単位：億円，％）

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００３

控除額
うち都道府県事業税
うち都道府県固定資産税
うち市町村固定資産税

１５
３
０
９

５６
２２

２５

１３４
５０
６
５５

９１
４６

３７

２１７
１０６

８６

２７９
９５
０
１３７

３６５
７９

２１０

３１８
６３

１９３

３１１
７７

１８０

基準財政収入
都道府県
うち事業税
うち固定資産税

市町村
うち固定資産税

６，７６０
２，７６４
３２

５，２６２
１，８９３

１６，４２４
７，６９９
２８

１１，６０４
３，７６５

３７，０５９
１６，８８９
１６

３３，２２５
１０，７６７

５７，３６８
２３，１５１
６１

６０，２２１
１９，６４５

７９，０６６
３０，９８８
９８

９５，２７８
３０，７８８

１２０，８７３
５６，９９８
１２０

１３３，１１７
４３，７７３

１１１，９５５
３５，７９５
８０

１６１，５７８
６２，２０５

１０７，４２７
３０，６１７
８９

１６６，３６４
６６，７０２

９３，４６７
２６，４９１
１０８

１５７，１１８
６４，６０３

基準財政収入に対する比率
都道府県
事業税
固定資産税

市町村
固定資産税

０．０８
０．１１
０．６４
０．１７
０．４７

０．１９
０．２８

０．２２
０．６７

０．２１
０．２９
２７．６７
０．１６
０．５１

０．１０
０．２０

０．０６
０．１９

０．１７
０．３４

０．０９
０．２８

０．１２
０．１７
０．３０
０．１０
０．３１

０．１４
０．２２

０．１３
０．３４

０．１２
０．２１

０．１２
０．２９

０．１４
０．２９

０．１１
０．２８

（資料）『地方財政』２００４年９月号

図２ 都道府県の補助事業費の財源内訳

（資料）自治省・総務省「都道府県決算状況調」各年版
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ができる。基準財政需要額は単位費用・測定単

位・補正係数によって決定されるから，これら

の数値を政策的な意図を持って操作すれば，各

地方政府に地方交付税交付金というかたちで資

金を配分することができる。

公共事業の誘導の鍵となる地方交付税制度の

要素のひとつは１９６０年代に徐々に導入された

「事業費補正」である５）。現行制度では，基準財

政需要は経常経費・投資的経費・その他の経費

の和として求められる。それぞれの経費はさら

に目的別に分類され，費目ごとに単位費用と測

定単位と補正係数の積として計算されている。

事業費補正とは，単位費用と測定単位と補正係

数の積を，地方政府がその年度に実際に支出す

る事業費に等しくさせる仕組みであり，投資的

経費に公共事業の地方負担分を計上させる方法

である。より具体的には以下のとおりである。

各種事業の長期計画・中央政府の予算額・地方

財政計画などに基づいて当面目標とすべき各事

業の整備水準が短期的または中期的に設定され

ると，そのために必要とされる事業費や地方負

担分が計算される。その地方負担分を標準団体

の測定費用で除することによって単位費用が求

められ，地方政府の負担額と一致するように補

正係数が計算される（藤田１９８４，p．４４６）。つま

りこの方式では，基準財政需要の積算の基礎と

なる単位費用や補正係数が，中央政府が望む基

準財政需要額から逆算される仕組みとなってい

る。このような単位費用の計算方法は投資的経

費に限ったわけではなく，一般に標準団体が必

要とする一般財源の額と測定単位から（「割り

戻して」）計算される（山内２００５，p．７８）。つま

り，単位費用は「実際には地方交付税の総額に

合わせて毎年度調整されている」（足立２００６）。

地方平衡交付金制度が改正されて１９５４年に地

方交付税制度が発足した当初は，基準財政需要

の算定に経常経費・投資的経費・その他の経費

という分類はなく，警察費・土木費・教育費等

の経費の分類があるだけだった。投資的経費に

関しては，既存の施設の規模を基準として減価

償却費相当額が計上されていた。この方法は現

状を維持するには適当であったが，既存の施設

が少ない地方政府が新規に施設を建設するため

の財政需要は過小評価されやすかった。そのよ

うな後進地域の振興・基盤整備に対する財政需

要が高まったため，１９５６年度の道路費の計算に

特別態容補正が導入された。特別態容補正とは，

財政力や公共施設の整備水準が低い地方政府に

ついて，公共事業費のうち地方政府が負担する

部分を基準財政需要額に含めるものであった。

基準となる道路の建設費用は国の道路整備５ヵ

年計画に基づいて決められ，中央政府の長期計

画との緊密なつながりが図られた。１９５０年代後

半からの高度成長は大幅な税収増加と交付税の

原資をもたらしたが，他方で国民所得倍増計画

（１９６０年），全国総合開発計画（１９６２年）が発表

されるとともに各種の長期計画が拡充され，公

共投資は一層促進された。これらの計画の実施

は地方政府の支出を必要としたから，実際に初

期投資として投下される地方負担分経費を基準

財政需要に算入すべきという要望が地方政府か

ら出されるようになった。この要望にこたえる

かたちで，１９６２年度に河川費・港湾費等につい

て事業費を基準とする密度補正が，１９６９年度に

現在のような事業費補正の制度が導入された。

基準財政需要が経常経費・投資的経費・その他

の経費に分類されたのも１９６９年度からである。

事業費の積算基礎には中央政府の長期計画や予

算額が用いられたため，このような補正は交付

税制度の客観性・中立性の原則と整合的でなく，

各省庁の補助事業の財源裏打ちのための後追い

的な制度となってしまうという議論も多かった

ようである６）。しかし，事業費補正の導入は止

むを得ないとされ７），さらに地方政府の「実態」

５）事業費補正の説明については，たとえば岡本（２００２）の９４ページ以降を参照せよ。
６）座談会（１９８４，p．１０７）の石原信雄の発言では，１９６２年度の密度補正導入に際して「国会方面でも非常に論
議がありましたし，地方団体の間にも論議がありました」とある。
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に合わせて基準財政需要が算定されるように制

度は「精緻化」されていった。

公共事業の誘導の鍵となる地方交付税制度の

いまひとつの要素は，地方債の元利償還金に対

する補助である。社会資本整備への地方政府の

支出のためにはしばしば地方債が発行されるが，

その元利償還金に応じて基準財政需要が増額さ

れてきた。この増額分は基準財政需要のうちの

「その他の経費」に計上された。地方債の償還

のための費用を基準財政需要に計上すること自

体は，敗戦直後の財源不足を地方債発行で乗り

切った地方政府を援助するために１９５０年代から

行われていた。交付税総額の量的な拡大は，地

方財政計画・地方財政再建促進特別措置法

（１９５５年）とともに，１９５０～６０年代の地方財政

の危機を管理する柱のひとつであった。この仕

組みが辺地対策事業債・過疎対策事業債・公害

防止事業債等の償還にも適用されるようになっ

た。１９７０年代半ばの不況時や，１９８０年代半ばの

行政改革の一環としての地方への補助金削減に

対処するために発行された地方債８）についても，

その元利償還金のかなりの部分は基準財政需要

に計上された。

事業費補正にせよ，地方債の元利償還金の計

上にせよ，当初は補助事業に対応する地方政府

の負担を軽減するための措置であり，単位費用

７）事業費補正では，総額がまず決まり，所与の単位費用と測定単位のもとでそれと整合的になるように補正
係数が決められる。そのため「二次方程式からしか補正係数は書けない」（座談会１９８４，柴田護の発言によ
る）ことになった。

８）国庫補助負担率の引下げは，事業規模が変わらないとすれば地方政府が必要とする一般財源の額を増加さ
せる。これに対処するために基準財政需要の算定方式が修正（単位費用や密度補正の引上げ）されたり，交
付税から地方債へ振り替えられたりした。

図３ 基準財政需要に占める公債費

（資料）自治省・総務省『地方交付税関係係数資料』各年版
（注）公債費支出に対する，基準財政需要に計上された公債費の比率。都道府県のみ。

①は，内訳のうち「その他の経費」のみを計上。
②は，①に，事業費補正による増額分を加えた。
③は，①に，事業費補正による増額分のうち，元利償還分のみを加えた。

データの制約から１９９３年以降についてのみ計算した。
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や補正係数の操作という手法は対象を産業基盤

整備から生活基盤整備や広域市町村圏整備へと

移しながら，１９７０年代以降も採用され続けた。

しかし，とくに１９８０年代半ば以降の「内需拡大」

要求のなかで公共投資の増加が求められるよう

になると，これらの手法は地方政府の独自の施

策であるはずの単独事業の推進にも用いられる

ようになった９）。その契機は１９８４年度の「まち

づくり特別対策事業」であった。この事業は単

独事業であったが，そのために発行される地域

総合整備事業債の元利償還金は後年度の基準財

政需要額へ計上されることとされた。地方単独

事業を推進し支援するために，起債充当率を引

き上げたうえで元利償還は交付税で措置すると

いう手法は，同じく地域総合整備事業債を使っ

た「ふるさとづくり特別対策事業」（１９８８年度）

へと引き継がれた１０）。同じく１９８８年度には「自

ら考え自ら行う地域づくり事業」，いわゆる「ふ

るさと創生１億円事業」が２年度合計で基準財

政需要の一律１億円引上げという形で実施され

た１１）。１９９０年代以降の累次の景気刺激策の実行

に当たっては毎年度のように単位費用の引き上

げや各種補正の改正・事業費の算入が行われた。

１９９０年代の景気対策のために発行された地方債

のために基準財政需要に計上される償還費用は

近年増加を続けていると推計される（図３１２））。

このように，社会資本の整備計画を実現する

ための税財政上の誘導措置はさまざまに設定さ

れてきた。しかし，中央政府の補助金や負担金

の比率は必ずしも高いわけではない（河中１９６７，

西尾１９９０）し，地方交付税交付金は使途を限定

しない一般財源とされているから，資金を配っ

たからといって地方政府が必ずしも計画のとお

りに資金を使うとは限らない。じっさい１９９０年

代中葉以降については，補助事業については地

方財政計画での額と決算額の乖離がないものの，

地方単独事業では乖離が生じていると指摘され

ている（足立２００６，pp．１３－１４）。地方交付税制

度を用いる場合，操作されるのは基準財政需要

額であって交付税交付金の額そのものではない。

これらの制度が中央政府による地方政府の誘導

の役割を果たしてきたかどうか，ここで簡単な

実証分析を行っておくこととしよう。

Ⅲ－３．税財政上の誘導の効果

国庫支出金や交付税制度が公共事業の実施に

与えた効果を簡単な回帰分析で検討しておこ

う１３）。国庫支出金や交付税制度による補助が増

加すれば補助された事業への支出は増えるであ

ろう。補助されない事業への支出は価格効果に

よって減少する一方で，所得効果を通じて増加

するから，その効果は相殺しあう。地方債の元

利償還金に対して補助が行われるのであれば，

異時点間の効果を通じて公債発行は増加するで

あろう。これらの効果を検証するため，公共投

資額と地方債発行額をそれぞれ被説明変数とし，

補助率を説明変数とする回帰分析を行った。回

帰式は，

Iit＝�１１�
K

it＋�１２�
E

it＋�１３�
B

it＋�１４�
L

it＋�１
Z

it＋�it

Dit＝�２１�
K

it＋�２２�
E

it＋�２３�
B

it＋�２４�
L
it＋�２

Z
it＋�２it

である。ここで，添え字 i は地方政府，t は時

９）１９５９年度には「その他の行政費」のうちの「その他の諸費」について測定単位として面積が追加され，地
方単独事業に関係する投資的経費が包括的に基準財政需要に計上された。

１０）制度の解説については岡本（２００２，pp．１０４－１０６）も参照せよ。
１１）「ふるさと創生」は一般財源であるはずの交付税の使途をほとんど明示的に誘導し，不交付団体ももらっ
ていない１億円をもらったつもりで支出せよ，とされた（高木２００２，p．５１）。

１２）この図は土居・別所（２００５）のデータを更新したものである。計算の詳細については同論文を参照された
い。

１３）土居・別所（２００５）は，地方政府の行動についての簡単な理論モデルを設定したうえで回帰分析を行って
いる。本稿で用いたデータは同論文のものを更新したものであるから，変数の詳細についてはそちらも参照
されたい。

公共投資の実施と政府間関係

－１０２－



点，Iitは公共投資額，Ditが地方債発行額，�
K

it

は公共投資への補助率，�E
itは公共投資以外の

経費（経常経費）への補助率，�B
itはその時点

で発行される地方債の元利償還への補助率，�L
it

は地方交付税交付金の額，Zitは各地方政府に

ついてのその他の変数である。推定すべき係数

は各�，�であり，�は誤差項である。本稿では

地方政府として各都道府県政府を想定している。

本稿で用いた都道府県データは以下のように作

成した。公共投資額 Iitは『都道府県決算状況

調』の普通建設事業費と災害復旧費の和，地方

債発行額 Ditは地方債残高の差分とした。公共

投資額 Iit，地方債発行額 Dit，交付税額�
L

itは各

都道府県の地方税・使用料・手数料の和で除し

て基準化している。�K
itは普通建設事業費と災

害復旧費のうち，それらの財源として国庫支出

金とその他の特定財源が占める比率とし，�E
it

は経常経費について同様の比率を計算した１４）。
�B

itは基準財政需要額のなかの公債費の項目部

分を地方債残高で除したものを用いたが，その

年に発行された地方債への補助率が必要なの

で，１０年のリードをとっている。その他の説明

変数 Zitとして以下を採用している。公共投資

やそれに伴う地方債発行は人口規模と面積に依

存すると思われる。本節の推定式では被説明変

数が地方税等の収入で基準化されているから，

人口密度とその２乗項を用いる。また，年齢構

成や経済状況も財政支出に影響するだろうから，

それらを反映する変数として，１５歳未満人口比

率・６５歳以上人口比率・有効求人倍率１５）を採用

している。また，各年度を表すダミー変数も加

えている。

サンプルは各都道府県政府について１９７５年か

ら２００４年度までとし，サンプル期間中に不交付

団体になったことのある東京都・神奈川県・愛

知県・大阪府は除外している。�B
itについてリ

ード変数を用いているのでサンプル規模は４３道

府県１７年分，観測値数は７３１である。これらの

データをパネルデータとみなし，各都道府県の

固定効果を考慮した通常の固定効果モデルを推

定した。

推定結果は表２のとおりである。公共投資に

１４）歳出決算額から普通建設事業費と公債費を差し引いたものを分母，国庫支出金・特定財源の総額から普通
建設事業費と災害復旧費に用いられた国庫支出金・その他の特定財源を引いたものを分子として求めた。

１５）有効求人倍率は各地方の経済状況を示す適切な変数でないとの議論もある。

表２ OLSによる推定結果

地方債発行 公共投資

�K

�E

�B

�L

人口密度
人口密度の２乗
１５歳未満人口
６５歳以上人口
有効求人倍率

－０．９５３ ＊＊＊

－０．９４９ ＊＊＊

４．７３６ ＊＊＊

－０．１７８ ＊＊＊

０．５１４
－０．１７１
－３．１５５ ＊＊＊

０．０６９
０．０５０ ＊＊＊

０．９３４ ＊＊＊

－３．３３４ ＊＊＊

４．６２４ ＊＊＊

０．２２３ ＊＊＊

－２．２６９ ＊

０．４３２
－８．６６０ ＊＊＊

－５．４９７ ＊＊

０．１４１ ＊＊＊

観測値数 ７３１ ７３１

Overall−R２ ０．００１７ ０．４５３３

（注）変数の定義は本文を参照のこと。＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ有
意水準１％，５％，１０％でゼロと統計的に有意に異なることを
表す。年度ダミーの係数推定値は報告していない。
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ついては，投資への補助率の係数が正，経常経

費への補助率の係数が負，地方債元利償還への

補助率の係数が正，交付税の規模の係数が正に

推定されており，いずれも統計的にゼロと有意

に異なる。これらの結果は，投資・経常経費・

地方債への補助の「価格」への効果，交付税の

地方政府の「所得」効果を示唆している。地方

債発行については，投資・経常経費への補助率

の係数，交付税の規模の係数が負に，地方債へ

の補助率の係数が正に推定されている。現在の

経費への補助は地方債の必要性を減少させる一

方，地方債への補助は地方債発行を促している

ことが看取される。これらの結果はおおむね予

期されたものと整合的であり，社会資本の整備

計画を実現するための中央政府の財政上の誘導

措置が効果を持ってきたことを示唆している。

その他の変数の係数は以下のとおりである。

公共投資については，１５歳未満・６５歳以上人口

比率がともに負の効果を示し，有効求人倍率が

正の効果を示している。これらのことは，勤労

世代が多い地域では高額な公共投資が行われて

いることを示唆している。また，公共投資・地

方債発行に対する有効求人倍率の正の効果は，

景気循環に対して正循環的（procyclical）な財

政政策を反映しているのかもしれない１６）。他方，

人口密度の変数は強い効果を示していない。

ここでの簡単な回帰分析の結果は，税財政上

の誘導措置は中央政府が地方政府を誘導する効

果を持っていることの傍証であるが，この誘導

効果が十分であったかどうかは明らかではない。

日本で行政計画が実効性を持ってきた理由はこ

れまで述べてきた税財政上の誘導以外にも存在

する。次節ではそのことについて検討しよう。

Ⅳ．計画と予算

Ⅳ－１．合意の結果としての計画・予算

中央政府が社会資本整備に関する計画を立案

したとしても，地方自治が謳われる日本にあっ

ては中央政府が直轄事業で計画を実行するには

限界があるから，地方政府による計画の実施は

不可欠である。したがって地方政府の誘導が必

要になるが，ここまで手法として検討したのは，

法律上の措置と税財政上の措置であった。法律

を根拠に地方政府に対して強制権を行使する１７）

ためには，その事業が「公共の目的」に寄与し

ているという証明が必要となるだろう。他方，

税財政上の誘導を行うにはかなりの財源が必要

だろうし，また，たとえば国土総合計画法の財

源規定も漠然としたものであるし，計画そのも

のには財源の規定がないことが多いから，財政

上の誘導措置が規定されるかどうかは計画策定

時には必ずしも明らかではない。つまり，法的

・財政的な誘導のみで計画を実施するのはそれ

ほど容易ではなく，計画の実効性は安易には期

待されないとも考えられる。しかしもし地方政

府が自発的に協力するのであれば，計画の実施

は困難ではない。そこで中央政府は「計画の制

御ないし誘導の対象となる当事者たちから，そ

の自発的な協力を最大限に調達しようと努める。

計画の過程に当事者を参与させ，その利益を反

映させるのは一つの一般的な方法である（西尾

１９９０，p．２０３）」。つまり，計画策定の過程では個

別具体的な，あるいは無定形な利益の取引が中

央政府と関係主体のあいだで行われる。公共事

業の執行を中心とする社会資本整備を多くの整

１６）景気変動と公共投資の関係については，本特集号の他論文，とくに近藤・宮崎論文も参照せよ。
１７）地方政府が中央政府の定めた法律に従わなかった場合の対処は，中央政府の地方政府への関与を考えるう
えでの主要な論点となる。砂原（２００６a）を参照せよ。
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備計画に従って地方政府が行ってきたとすれば，

それは中央政府の設定した税財政上の誘導や法

律上の措置だけによるものではなく，そもそも

計画立案に地方政府が参画し，中央政府と地方

政府との調整が策定段階で行われてきたことに

もよるといえよう。

各種の行政計画に実効性を持たせるために中

央政府が計画策定過程に関係主体を参加させる

いまひとつの理由は，行政計画がしばしば多数

の目的を持ち，多数の手段を想定していること

である。それらの目的や手段の順序付けを可能

とする単純な価値観は存在しないから，計画の

策定過程は「目標から手段を論理的に演繹して

いる過程ではなく，むしろ複数の目的間，複数

の手段間の調整をはかっていく積上げ過程に近

（西尾１９９０，p．２０５）」くなる。

このような理由から，武藤（１９９４）がいうよ

うに，「総合的な計画であればあるほど，他の

部局との事前の調整を必要とするため，必然的

に調整機能を有する」。それゆえ，合意形成の

結果としての計画の周囲にはその過程で生まれ

た無数の了解事項が存在し，「「計画」の効力は

関係機関が計画書についていかなる理解をして

いるかにかかっている（西尾１９９０，p．２０９）」。行

政計画の期間は短いものではないし，計画期間

中の経済・社会状態を予測することはしばしば

困難であるから，計画書を抽象的なものに留め

おく一方で，策定過程で関係主体の合意を獲得

しておくことは，計画策定後の交渉の出発点を

確定し，地方政府を含む関係主体の行動を促し，

「開発事業に必要な政策資源の調達を容易にさ

せる役割を有していた（山崎２００３，p．４４）」とい

えよう。

上位の計画は事業の大枠を定めた抽象的なも

のにとどまるから，中央政府と地方政府の調整

は各年度の中央政府の予算編成や執行でも行わ

れる。新藤（２００２，pp．９８－１０２）は，道路・河

川を例に挙げて，各年度の中央政府の予算請求

の過程で，「地方建設局や工事事務所は，工事

概要などのとりまとめに並行して，都道府県の

関連部局を通じて，都道府県議会や市町村議会

に改修要望書の決議を求める」という実態を紹

介している。また『公共事業と予算』では，予

算成立までに事業主体の要望についてヒアリン

グを行っているとしている。新規事業案の作成

においても，地方政府がアイディアの源泉を提

供するケースがあるとされる（新藤２００２，pp．１０４

－１０５）。もちろん，予算成立までには事業案は

財務省の査定を受け閣議決定され，国会の審議

を経る。

このように，長期計画の策定や各年度の中央

政府の予算編成・執行に至る過程で中央政府と

地方政府は緊密な調整と交渉を行っている。上

位の長期計画による調整とそれを踏まえた予算

編成・執行が可能であった要因はいくつか考え

られる（北原１９９４）。第１は，自由民主党によ

る長期単独政権の存在である。長期政権のもと

で長期にわたって一貫した政策が採られるとい

う期待がなければ，長期にわたる計画は意義を

持たなかったであろう。第２は，全総を頂点と

する社会資本整備の目標がほぼ一貫して「国土

の均衡ある発展」にあり，その実現手段が基本

的には公共事業のみであったということである。

目的と手段におおきな変更があれば長期計画の

策定はさらに困難であったであろう。第３は，

手段である公共投資について中央の権限が強か

ったことである。たとえば，９０年代の分権改革

以前は補助事業の箇所付けの権限は中央政府が

保持していた１８）。中央政府が重要な権限を最終

的に保持しているからこそ中央政府が策定主体

となる計画が意味を持ち，その基本である全総

策定の舞台は「コンセンサス形成劇場」（北原

１９９４）となったと思われる。第４は，中央政府

の各省庁と県庁各部との日常的な接触・交流，

１８）２００１年度から公共事業予算の一括配分制度が創設され，箇所付け等の権限はいくらか地方整備局へ委任さ
れた。また，地方政府の補助金申請の窓口は原則として地方整備局へ一元化された。地方分権改革では，統
合補助金の拡充が図られている。
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図４ 国と都道府県の人事交流

中央省庁から都道府県庁への出向者数の推移

都道府県庁から中央省庁への出向者数の推移

（資料）『日経グローカル』各年版
（注）国交は国土交通省，総務は総務省，厚労は厚生労働省，農水は農林水産省，経産

は経済産業省の略。２０００年以前については，再編後の省庁にあわせて合算してい
る。
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中央政府と地方政府の高度の融合（西尾１９９０，

pp．２２３－２２４）である。機関委任制度はその典

型であるし，中央政府と地方政府間の人事交流

も頻繁である。近年でも，総務省・国土交通省

と都道府県庁のあいだにはお互いに１００人程度

かそれ以上の出向者がおり（図４），半数かそ

れ以上の都道府県が総務担当・土木建築担当の

部長，財政担当課長を中央省庁から受け入れて

いる（表３）１９）。これは，新産・工特の地域指

定の経験から，地方政府が「部長を国の人にす

ると中央とつながりやすい（下河辺１９９４）」と

思うようになったためかもしれない。また，計

画策定に中心的な役割を果たす技官は，本省か

ら工事事務所に至る「縦一系列」や，地方政府

・研究者・民間企業にも広がる「独立王国」を

形成していると言われる（西川２００１，新藤２００２）。

公共事業の実施には専門的な知識が要求される

ことを考えると，中央政府と地方政府をともに

含む技官のコミュニティの存在は，中央政府に

よる地方政府の誘導を容易にする要因として重

要であろう。

ここで，このようにして策定された長期計画

の進捗状況について確認しておこう。表４は旧

建設省所管の長期計画の進捗度を示している。

長期計画はおおむね５～７年を計画期間として

いるから，景気変動等もあり当初の計画通りに

予算が編成され執行されることはないが，計画

最終年度の進捗度は９０～１１０％に収まっている

ことが多い。表５は２００２～０３年度に終了した長

期計画の進捗度を示している。表５では，治山

事業と急傾斜地崩壊対策事業を除き，地方単独

事業とそれ以外（直轄・補助事業）の進捗率が

近い水準にあることが看取できる。この表にあ

る計画の実施期間では地方政府の財政状況は芳

しいものではなかったことを考えれば，このよ

うな近接した進捗率は，中央政府による誘導の

強さを示唆しているといえよう。

誘導の対象となる地方政府が誘導の主体であ

る中央政府の計画策定や予算編成に関与するこ

とで，あたかも規制当局が被規制産業に囚われ

て（captured）しまうように２０），「効率的な」配

分が行われなくなるかもしれない（Brennan and

Buchanan １９８０，Grossman １９８９，Shadbegian

１９９９）し，地方政府と建設業者が結託２１）して

中央政府から補助金をひきだそうとするかもし

れない（Besfamille ２００４）。財政支出の政治的

決定要因に関する一連の実証研究（e.g．，土居

・芦谷１９９７，湯之上・福重２００４，砂原２００６b）

はその可能性を示唆している。特定地域の開発

のための公共投資の失敗もまたその具体例とい

えよう。特定の地域に民間投資を誘導して開発

を行うためには，対象地域を少数に限定して公

共投資を集中させ，課税減免等の誘致策を充実

させる必要もある。ところが，新産・工特の地

域指定に見られたように，開発拠点の指定数は

調整の過程を経るうちに多くなり，同時に拠点

以外の地域も誘致活動を行ったため，投資誘導

は必ずしも成功しなかった。たとえば，新産・

工特地区のうち重化学工業誘致に成功したのは，

鹿島・水島（岡山県南）・大分等の太平洋ベル

ト地帯のみであった（辻ほか１９９５）。すなわち，

関係団体との調整過程を経るあいだに中央政府

の誘導は不徹底となり，立地選定の主導権は中

央政府から民間資本に移ってしまった（西尾

１９９０，p．２３４）２２）。また，調整過程そのものが資

源・取引費用を必要とする。新産・工特の地域

１９）藤田（２００３）は，旧建設省の土木技官のキャリアパターンに府県への出向が含まれていることを指摘して
いる。

２０）Stigler（１９７１）等からはじまる「capture theory」のサーベイとして Dal Bo（２００６）を参照せよ。
２１）租税競争の文脈では地方政府同士の結託や協力の効果が検討されている（Marchand et.al２００３, Kothenburger

２００５）。Sato（２００３）は租税競争があるもとでの rent seekingの効果を考察している。
２２）民間企業を誘致できない工業団地の例については，たとえば本間（１９９２）を参照せよ。正の外部性をもた
らす社会資本は，通常の地方政府間の政策競争では過少供給されるが，効率的には利用されない工業団地が
過剰に建設されてしまうメカニズムについての理論的分析として Jayet and Paty（２００６）を参照。
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表４ 旧建設省所管の長期計画の進捗度

治水事業
第６次（８２－８６） 第７次（８７－９１） 第８次（９２－９６） 第９次（９７－０３）

７８．９＊ １０９．９＊ １０３．９＊ １２１．７＊

海岸事業
第３次（８１－８５） 第４次（８６－９０） 第５次（９１－９５） 第６次（９６－０２）

８２．２＊ １０８．２＊ １０３．４＊ １１９．３＊

道路整備事業
第９次（８３－８７） 第１０次（８８－９２） 第１１次（９３－９７） 第１２次（９８－０２）

９１．８ ９７．３ ９３．５＊ ８４．１

下水道整備
第５次（８１－８５） 第６次（８６－９０） 第７次（９１－９５） 第８次（９６－０２）

６９．８ ９３．７ １０４．４＊ １０４．０

都市公園等整備
第３次（８１－８５） 第４次（８６－９０） 第５次（９１－９５） 第６次（９６－０２）

７０．２ ８９．４ ８９．０＊ ９２．１

特定交通安全施設
等整備事業

第３次（８１－８５） 第４次（８６－９０） 第５次（９１－９５） 第６次（９６－０２）

８９．１ ８５．８ ９０．６ １０３．２

急傾斜地崩壊対策
事業

第１次（８３－８７） 第２次（８８－９２） 第３次（９３－９７） 第４次（９８－０２）

８５．３＊ ６７．４＊ １００．１＊ １０５．３＊

（資料）『建設白書』各年版，国土交通省資料
（注）＊印は地方単独事業を除いたベース。進捗度は計画最終年度当初予算ベース。進捗度の計算では調整費を含ん

でいるので，建設白書の表と必ずしも一致しない。調整費を除くと進捗度はやや上昇する。

表３ 中央省庁から都道府県への役職別出向者数の推移

役職 １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３

副知事
総務担当部長
企画担当部長
土木建築担当部長
福祉・保健・環境担当部長
農林水産担当部長
商工労働担当部長
財政担当課長
高齢者福祉担当課長
企画担当課長
情報政策担当課長
企画担当課長
市町村部長・課長

２３
２１
１３
３５
１８
１０
１１
２５

９

２３
２３
１３
３２
１８
９
１０
２２

１０

２０
２９
１１
２８
２０
７
９
２３

１４

１４
７

２２
２６
１０
３４
８
１０
９
３１
８
１２
１０

１７
２３
１４
３２
１３
８
６
２８
１３
７
９

１６
１９
１２
２５
２２
１
７
２５
５
４
１０

１６
２２
７
２２
１１
３
４
２１
３
７
８

（資料）『日経グローカル』各年版
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指定をめぐっては「史上最大の陳情合戦」が繰

り広げられたし，その後も大型の公共事業につ

いては多くの陳情活動が行われた。予算編成や

個別の補助金交付の過程においても，地方政府

は説明資料の作成や協議のために多大な出費を

行っている（阿部ほか１９９０）。

Ⅳ－２．全国総合開発計画の策定過程

ここで，調整をともなう計画策定の典型例と

して，全国総合開発計画（全総）の策定過程を

みてみよう２３）。全総は，経済活動の基礎条件で

ある国土を公共部門が総合的に管理・開発する

ための計画とされ，国土審議会の答申に基づい

て内閣によって決定されてきた。全総の根拠で

あった国土総合開発法は，全国・都府県・地方

・特定地域の４種の総合開発計画を規定してい

たが，全総は都府県・地方・特定地域の総合開

発計画の基本と位置づけられていた。全総の策

定には多くの部門の専門家が参加し，広範な観

点から議論が行われ，多くの時間と労力が投入

されてきた。「「均衡ある国土の発展」は戦後の

国土計画を象徴する言葉で，国土計画に携わる

関係者の錦の御旗（御厨２００５，p．１４）」であった

が，累次の全総での開発方式はそれぞれに異な

ってきた（表６）２４）。また，策定過程も調整の

仕組みを増やしつつ次第に変化してきた。

一全総：一全総の策定主体は経済企画庁であっ

２３）本小節の内容は別所（２００６）の第３節に依拠している。
２４）開発方式等の全総の変遷については，海外経済協力基金（１９９５），瀬田（２００２），下河辺（１９９４）等を参照
せよ。

表５ ２００２～０３年に終了した長期計画の進捗率

総額 地方単独事業除く 地方単独事業等

計画名 期間 規模 進捗率 規模 進捗率 規模 進捗率

治水事業 ９７－０３ ２４０，０００ １１６，０００ １２１．７ ６０，０００

治山事業 ９７－０３ ３７，７００ ７９．０ ２０，０００ １２９．９ ７，９００ ４８．３

道路整備 ９８－０２ ７８０，０００ ８４．１ ４６２，０００ ９７．７ ２６８，０００ ７６．１

特定交通安全施設等整備 ９６－０２ ２４，８００ １０３．２

港湾整備 ９６－０２ ７４，９００ ９４．９ ５７，１００ １１１．１ ６，８００ １１２．４

空港整備 ９６－０２ ３６，０００ １０６．０ ３４，０００ １１２．３

海岸事業 ９６－０２ １７，７００ ９９．７ １３，４００ １１９．３ １，３００ １２８．２

急傾斜地崩壊対策事業 ９８－０２ １１，９００ ６５．３ ５，９００ １０５．３ ３，２００ ４８．７

下水道整備 ９６－０２ ２３７，０００ １０４．０ １３１，７００ １２４．３ ６８，３００ １２１．２

都市公園等整備 ９６－０２ ７２，０００ ９２．１ ２７，８００ １２０．７ ２７，５００ １１９．１

土地改良 ９３－０２ ４１０，０００ ７０．９ ３２３，６００ ７７．８ ５０，４００ ７７．８

森林整備事業 ９７－０３ ５３，８００ ７９．０ ２８，５００ １１７．０ ８，７００ １０５．０

廃棄物処理施設整備 ９６－０２ ５０，５００ １４０．８ ２５，０００ １８５．７ ２２，９００ １０７．８

（資料）国土交通省資料
（注）総額は調整費を含むので，「地方単独事業除く」と「地方単独事業等」の合計に等しくならないことがある。特

定交通安全施設等整備事業計画は道路管理者分のみ示している。「地方単独事業等」には災害関連を含む。住宅
建設計画は計画規模を戸数で表すので示していない。規模の単位は億円，進捗率の単位は％。
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表６ 全国総合開発計画の推移

第１次 第２次 第３次 第４次 第５次

名称
全国総合開発計画

（全総）

新全国総合開発計画

（新全総）

第三次
全国総合開発計画
（三全総）

第四次
全国総合開発計画
（四全総）

２１世紀の国土の
グランドデザイン

閣議
決定

１９６２年１０月５日
池田内閣

１９６９年５月３０日
佐藤内閣

１９７７年１１月４日
福田内閣

１９８７年６月３０日
中曽根内閣

１９９８年３月３１日
橋本内閣

背景

１ 高度成長経済への移
行
２ 過大都市問題，所得
格差の拡大
３ 所得倍増計画（太平
洋ベルト地帯構想）

１ 高度成長経済
２ 人口，産業の大都市
集中
３ 情報化，国際化，技
術革新の進展

１ 安定成長経済
２ 人口，産業の地方分
散の兆し
３ 国土資源，エネルギ
ー等の有限性の顕在化

１ 人口，諸機能の東京
一極集中
２ 産業構造の急速な変
化等により，地方圏での
雇用問題の深刻化
３ 本格的国際化の進展

１ 地球時代（地球環境
問題，大競争，アジア諸
国との交流）
２ 人口減少・高齢化時
代
３ 高度情報化時代

目標
年次

１９７０年 １９８５年 １９７７年からおおむね１０年間 おおむね２０００年 ２０１０年－２０１５年

基本
目標

地域間の均衡ある発展
都市の過大化による生産
面・生活面の諸問題，地
域による生産性の格差に
ついて，国民経済的視点
からの総合的解決を図る。

豊かな環境の創造
基本的課題を調和しつつ，
高福祉社会を目指して人
間のための豊かな環境を
創造する。

人間居住の総合的環境の
整備
限られた国土資源を前提
として，地域特性を生か
しつつ，歴史的，伝統的
文化に根ざし，人間と自
然との調和のとれた安定
感のある健康で文化的な
人間居住の総合的環境を
計画的に整備する。

多極分散型国土の構築
安全でうるおいのある国
土の上に，特色ある機能
を有する多くの極が成立
し，特定の地域への人口
や経済機能，行政機能等
諸機能の過度の集中がな
く地域間，国際間で相互
に補完，触発しあいなが
ら交流している国土を形
成する。

多軸型国土構造形成の基
礎づくり
多軸型国土構造の形成を
目指す「２１世紀の国土の
グランドデザイン」実現
の基礎を築く。
地域の選択と責任に基づ
く地域づくりの重視

基本
課題

１ 都市の過大化の防止
と地域格差の是正
２ 自然資源の有効利用
３ 資本，労働，技術等
の諸資源の適切な地域配
分

１ 長期にわたる人間と
自然との調和，自然の恒
久的保護，保存
２ 開発の基礎条件整備
による開発可能性の全国
土への拡大均衡化
３ 地域特性を活かした
開発整備による国土利用
の再編効率化
４ 安全，快適，文化的
環境条件の整備保全

１ 居住環境の総合的整
備
２ 国土の保全と利用
３ 経済社会の新しい変
化への対応

１ 定住と交流による地
域の活性化
２ 国際化と世界都市機
能の再編成
３ 安全で質の高い国土
環境の整備

１ 自立の促進と誇りの
持てる地域の創造
２ 国土の安全と暮らし
の安心の確保
３ 恵み豊かな自然の享
受と継承
４ 活力ある経済社会の
構築
５ 世界に開かれた国土
の形成

開発
方式
等

拠点開発構想
目標達成のため工業の分
散を図ることが必要であ
り，東京等の既成大集積
と関連させつつ開発拠点
を配置し，交通通信施設
によりこれを有機的に連
絡させ相互に影響させる
と同時に，周辺地域の特
性を生かしながら連鎖反
応的に開発をすすめ，地
域間の均衡ある発展を実
現する。

大規模プロジェクト構想
新幹線，高速道路等のネ
ットワークを整備し，大
規模プロジェクトを推進
することにより，国土利
用の偏在を是正し，過密
過疎，地域格差を解消す
る。

定住構想
大都市への人口と産業の
集中を抑制する一方，地
方を振興し，過密過疎問
題に対処しながら，全国
土の利用の均衡を図りつ
つ人間居住の総合的環境
の形成を図る。

交流ネットワーク構想
多極分散型国土を構築す
るため，
①地域の特性を生かしつ
つ，創意と工夫により地
域整備を推進，
②基幹的交通，情報・通
信体系の整備を国自らあ
るいは国の先導的な指針
に基づき全国にわたって
推進，
③多様な交流の機会を国，
地方，民間諸団体の連携
により形成。

参加と連携
－多様な主体の参加と地
域連携による国土づくり
－
（４つの戦略）
①多自然居住地域（小都
市，農山漁村，中山間地
域等）の創造
②大都市のリノベーショ
ン（大都市空間の修復，
更新，有効活用）
③地域連携軸（軸状に連
なる地域連携のまとま
り）の展開
④広域国際交流圏（世界
的な交流機能を有する圏
域）の形成

（資料）国土交通省ウェブサイト（http : //www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/zs５/hikaku.html）
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た。全総の策定は国民所得倍増計画の発表後か

ら本格化し，１９６０年１２月から６１年７月までのあ

いだに行われた７回の国土審議会全国開発部会

と，経済企画庁総合開発局が計画を作成した。

この審議会には関係省庁と地方公共団体関係者

もメンバーとして入っており，関係省庁とは担

当者レベルでも密接な調整が行われた。この当

時，地方政府の全総への意識は必ずしも高いも

のではなかったため，地方政府との調整は策定

段階ではそれほど必要ではなかった。ただし，

新産・工特の地域指定等の具体的な実施段階か

ら財政的支援をめぐって地方政府からの働きか

けが活発化（「史上最大の陳情合戦」）するよう

になった。関係省庁と密接な調整が可能で，地

方政府の関心があまり高くないという状況下で

策定された一全総は，官僚による合理的計画，

あるいは官僚の作文という色彩を強く持ってい

た（北原１９９４）。

新全総：新全総の策定主体も経済企画庁であっ

たが，新全総策定の要望を国土審議会が提出

（１９６６年１０月）してから政府が策定を決定（１９６８

年４月）するまでのあいだに，３つの研究会と，

自由民主党内に置かれた都市政策調査会で方向

性が形成されていたといわれている（海外経済

協力基金１９９５）。審議会の特別部会の設置（１９６８

年４月）以降は，経済企画庁での素案作成と特

別部会での審議が繰り返された。その間に，地

方政府や関係省庁への聴聞と知事会代表の意見

表明（１回）が行われ，地域ブロックの審議会

で各県との調整が行われた。経済企画庁による

たたき台と５次にわたる試案はすべて公表され

たが，試案の修正にかかった時間が平均約１ヵ

月と極めて短いことからも推察できるように，

試案の修正は比較的マイナなものにとどまった

といえよう。これは，前述した３つの研究会に

経済企画庁職員と審議会委員が参加しており，

その段階で大きな骨格が形成されていたためと

思われる。

三全総：１９７２年１０月に国土開発審議会が新全総

の総点検の基本方針を了承し，新全総の総点検

と三全総の検討が始まった。新全総の点検過程

では，事務局である経済企画庁内部のほか，農

林水産省・運輸省・建設省・環境庁等と意見交

換が行われた。１９７５年４月，審議会に計画部会

が設置され，国土庁が策定主体となって作業が

開始された２５）。国土庁の素案作成と計画部会で

の審議（２年間で７回）というスタイルは変わ

らない。このあいだ，国土庁の法務省を除くす

べての省庁との正式な調整，全国市区町村長へ

の意向調査（１９７６年１２月），全国都道府県知事

への意向調査（１９７７年２月）が行われている。

また，都道府県や市町村の総合計画が出揃って

きたので，事前に都道府県ベースでの目標人口

や課題の整理等も行われた。国土庁試案発表後

も審議会が４ヶ月に４回開かれ，原案は１９７７年

１１月に閣議決定された。国土庁は独自の予算実

現手段をもたず，個別の事業は関係省庁が実施

するから，三全総は「官僚の作文」ではなく「政

治への産物」であるとも評価されている（北原

１９９４）。他方，民間部門との調整や大規模開発

の合意形成手続きは，成田空港土地収用手続き

に見られたように，いまだに強引であった。合

意形成への住民参加やアセスメントの手法は検

討されていたが制度化には至らない段階にあっ

た。

四全総：１９８３年１０月，国土審議会で三全総フォ

ローアップ作業報告が行われ，計画部会が設置

されて四全総の策定作業が開始された。四全総

の策定過程は三全総に比べてより複雑化し，意

見交換やアンケートといった関係団体との調整

の回数も増加している。もっとも，国土庁が試

案を作成して計画部会（１９８３年１１月～１９８７年６

月に２０回）がそれを検討し，検討された試案を

審議会，政府へと送る仕組みに変化はない。有

識者アンケートや一般人との意見交換等を経て

１９８４年１１月に「四全総長期展望作業とりまとめ」

が公表された後，経済団体・地方政府（４７都道

府県，１０政令指定都市や市長会等）との意見交

２５）１９７４年，一全総・新全総の策定主体であった経済企画庁総合開発局は新設された国土庁へ移管された。
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換，全国市区町村長・地域有識者アンケート，

関係省庁へのヒアリングが行われた。また，中

曽根康弘総理が事務レベル原案に対して３つの

指示２６）を出したため，国土庁は国土政策懇談会

を発足させ，計画部会に大都市問題についての

ワーキンググループを設置した。その議論を踏

まえて東京圏の環境整備を強調した「四全総調

査審議経過報告」は東京への一極集中を追認し

たものと受け止められ，その後に各地で開かれ

た四全総ブロック会議と地方振興懇談会では地

方政府から反発の声が噴出した。これらの会議

と２回目の全国市区町村長アンケート，経済団

体との意見交換を踏まえて，１９８７年６月に四全

総国土庁試案が固まり，閣議決定された。経過

報告に対する地方の反発をうけて作成された最

終的な計画は東京重視の考え方を後退させ，多

極分散国土を打ち出したから，四全総は中曽根

総理の「天の声」と地方政府の「地の声」に動

かされて策定された，といわれた。

五全総：１９９３年に国土庁が「四全総総合的点検

中間報告」を出したころから五全総の策定作業

がはじまった。国土庁を策定主体とし，計画部

会での検討で試案がつくられるという手続きの

流れ自体はこれまでと変化はないものの，五全

総の策定においては懇談会や小委員会がいくつ

も設置され，また「一日国土審議会」が各地で

開催される等，その過程は四全総に比べてもさ

らに複雑化した。

１９９５年１月からの計画部会では有識者ヒアリ

ングが早い段階で一度行われたが，同年１０月に

「新しい全総計画の基本的考え方スケルトン

（案）について」が発表されるまでのあいだに，

専門委員会懇談会が２０回，専門委員会全体会合

が５回開かれており，計画部会でのヒアリング

の前に専門委員会全体会合でも地方政府からの

ヒアリングが行われている。同年１２月に国土審

議会に「２１世紀の国土のグランドデザイン―新

しい全国総合開発計画の基本的考え方について

―」が提出されたあとには，審議会翌日から翌

年３月末の期間に，郵送・FAX・パソコン通信

等による国民各層の意見の受付期間が設定され

た。この受付期間と同じ時期に全国１２箇所で一

日国土審議会が開かれ，都道府県・政令指定都

市との意見交換会が全国を８ブロックに分割し

て行われた。国民と地方政府からの意見聴取が

終わった１９９６年４月からは，各省庁ヒアリング

が計画部会で行われるとともに，３つの小委員

会が設置されて個別テーマについて議論が行わ

れた２７）。各小委員会の審議，省庁ヒアリングが

終わった同年７月から１０月中旬まで，再び４７都

道府県・１２政令指定都市との，また中国・韓国

と意見交換が行われた。これらを踏まえた「計

画部会調査検討報告」（同年１２月）発表後，３

度目の都道府県・政令指定都市との意見交換

会，６回にわたるワーキンググループ会合，タ

イ・マレーシアとの意見交換を経て，１９９７年１０

月に計画部会審議経過報告が発表された。「新

しい全国総合開発計画（案）について」を国土

審議会が答申したのは翌１９９８年３月のことであ

った。

このように，全総の策定過程は次第に複雑化

し，とくに三全総以降は関係団体からの意見の

聴取や交換の機会を制度的に増やしてきた。し

かし１９９０年代に入って自民党長期単独政権が崩

壊し，地方分権が謳われるようになると，全総

そのものの見直しが求められるようになった。

そして，政治の産物としての全総は「国土計画

の理念の明確化」や「指針性の充実」の要請に

応え得ないとして，五全総を最後に国土形成計

２６）（１）四全総を官僚的な作文ではなく，実効性のあるものにすること，（２）国土計画の基本は東京・大阪などの
大都市圏問題にあり，特に国際都市東京の地位と機能を明確化にすることが計画の課題であること，（３）多方
面からの意見を聞くべきであること。

２７）基盤づくり小委員会（５回開催），地域経済小委員会（５回開催），文化と生活様式小委員会（８回開催）
である。
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画へと転換することになった。

Ⅳ－３．税財政上の誘導の効果：再訪

前節では，回帰分析によって財政上の誘導措

置の効果を検証した（前掲表２）。社会資本の

整備が調整・合意の結果としての計画に従って

行われてきたとすれば，前節のような通常の固

定効果モデルによる検証は望ましくないかもし

れない。なぜなら，通常の固定効果モデルによ

る推定量が一致性を持つためには説明変数が全

て外生でなければならないが，調整によって計

画が策定され実施されているならば，補助の比

率と公共投資の実施や地方債の発行は同時に決

定されることになり，補助率が計量経済学的な

意味で内生性を持つからである２８）。逆に言えば，

補助率という説明変数を外生と考えるというこ

とは，地方政府は提示された補助率に反応して

公共投資や地方債発行の量を決定しており，補

助率に対して地方政府はなんらの影響力も持た

ないと仮定していると解釈できる。説明変数が

内生性を持つときの一般的な対処方法は操作変

数の利用であるから，ここでは内生性が疑われ

る補助率を含む説明変数の２期までのラグを操

作変数とする回帰分析を行ってみた２９）。

推定結果は表７のとおりである。年度ダミー

の係数を含めた Durbin−Wu−Hausman検定では

２つの係数ベクトルが等しいという帰無仮説は

統計的に有意に棄却されないが，補助率等の係

数の推定値には変化がみられる。投資・地方債

への補助率の係数の値は絶対値で大きく推定さ

れている。逆に，経常経費の補助率は公共投資

の式で係数推定値が小さく推定されている。経

常経費への補助の増大は公共投資の「価格」を

相対的に引き上げて公共投資を減少させる効果

（代替効果）を持つと同時に，地方政府の「所

得」を増加させ経常経費・公共投資をともに増

加させる効果（所得効果）を持つと考えられる

から，小さな係数推定値は所得効果が代替効果

２８）集計データを用いていることによる観測誤差等はさしあたって考慮しない。
２９）誤差項が系列相関を持つ場合には，このような操作変数では係数の一致性は満たされないかもしれない。

表７ 操作変数法による推定結果

地方債発行 公共投資

�K

�E

�B

�L

人口密度
人口密度の２乗
１５歳未満人口
６５歳以上人口
有効求人倍率

－１．４５８ ＊＊＊

－１．２２２ ＊＊

９．３６４ ＊＊＊

－０．１７８ ＊＊＊

０．２９６
－０．０７４
－２．９９９ ＊＊＊

－０．２３９
０．０５６ ＊＊＊

１．５４７ ＊＊＊

－０．９６８
１３．５４３ ＊＊＊

０．１７９ ＊＊

－３．９７９ ＊＊＊

０．９８８ ＊＊

－６．００９ ＊＊＊

－６．４９３ ＊＊＊

０．１４５ ＊＊＊

観測値数 ７３１ ７３１

Overall−R２ ０．００１１ ０．４９４０

Durbin−Wu−Hausman １５．８２ １０．３７

（注）変数の定義は本文を参照のこと。Durbin−Wu−Hausman検定は，
表２と表５の結果が等しいという帰無仮説を検定してい
る。＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ有意水準１％，５％，１０％でゼ
ロと統計的に有意に異なることを表す。年度ダミーの係数推定
値は報告していない。
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をあるていど相殺していることを示唆している。

すなわち，各種の計画は，地方政府の財源拡充

を通じて実行に移されてきたといえよう。

Ⅴ．おわりに

本稿は，社会資本整備についての各種の行政

計画が，中央政府によって策定されるにも関わ

らず，独立の行為主体である地方政府の行動を

誘導できた仕組みについて検討した。本稿の焦

点は，財政上の誘導措置と調整・合意の結果と

いう行政計画の性質に当てられた。財政上の誘

導措置としては国庫支出金と総称される特定補

助金のほかに地方交付税制度を通じた措置があ

ること，補助事業のみならず地方単独事業の支

援にも用いられたことを述べた。また，財政上

の誘導措置が実際に効果を持っていたことを簡

単な計量経済学的な分析によって示した。調整

としての計画という点については，社会資本整

備の計画の代表である全国総合開発計画（全総）

の策定過程の変化を検討した。北原（１９９４）が

述べているように，国土の均衡ある発展を経済

開発の達成によって実現するという明確な方針

の下で，一全総は「たんなる官僚の作文」とし

ての性格を比較的強く持っていた。新産・工特

の地域指定をめぐる「史上最大の陳情合戦」よ

り後，全総策定には政治的な働きかけが大きく

なった。１９７０年代には国土計画策定は極めて政

治的な問題として与野党や地方政府・各種団体

からの働きかけの対象となり，これに対応して

三全総以降は関係各団体から意見を汲み上げる

仕組みが整えられた。

これまで検討したように，法的な強制手段を

ほとんど持たない行政計画が実効性を持つのは，

その策定過程で地方政府を含む関係団体と調整

が行われ，財政的な誘導措置の設定を含む合意

が形成されているからであろう。たとえば，全

総が抽象的で国土の利用配分についての制御手

段をほとんど持たないにもかかわらず，その策

定のために多くの時間と労力が投入されたのは，

全総が国土を公共部門が総合的に管理・開発す

る計画であり，関係主体も目的も手段も数多く，

その策定過程に多くの当事者が参加したからと

考えられる。それゆえ，完成した計画は調整過

程の結晶であり，各省庁にとっての最上位の大

義名分として各分野の長期計画や毎年度の予算

編成等における共通の出発点・予算配分の強力

な根拠として機能した（北原１９９４，辻ほか１９９５）。

毎年度の中央政府の予算編成・執行においても，

中央政府と地方政府のあいだでさまざまな接触

・交渉が行われ，計画の進捗率は直轄・補助事

業も地方単独事業も同じ水準に達するほどであ

った。

公共事業の実施に当たってこのような調整が

有効に機能してきた背景の一つとして，中央政

府と地方政府の間の日常的な接触や人事交流を

あげることができよう。社会資本整備には専門

的な知識・情報が必要であるから，技官を中心

として地方政府・民間企業を包含するコミュニ

ティの存在は，公共事業を円滑に実施させてき

た要因のひとつであろう３０）。しかし他方で，re-

volving doorの議論が示唆するように，これら

専門家集団が自らに便益をもたらすような公共

事業を推進させてきたかもしれないし，地方政

府は中央政府の意思決定を歪めてきたかもしれ

ない。これらについて日本の制度特性を考慮し

た分析も将来の課題のひとつであろう。

３０）大森（２０００）は分権委５次勧告の形成過程を検討し，公共事業の分権化が進まないことを指摘している。
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